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2026年８月７日 

各 位  

会 社 名  株式会社ジェイグループホールディングス 

  （コード番号３０６３：東証グロース） 

本 社 所 在 地  名 古 屋 市 中 区 栄 三 丁 目 ４ 番 2 8 号 

代 表 者  代 表 取 締 役 社 長  林  裕 二 

問 合 せ 先  取 締 役 副 社 長  林  芳 郎 

  （ 0 5 2 ） 2 4 3 - 0 0 2 6 （ 代 表 ） 

（ U R L  h t t p : / / w w w . j g r o u p . j p / ） 

  

第三者割当による第６回新株予約権（行使価額修正条項付）及び第７回新株予約権

（行使価額修正条項付）の発行に関するお知らせ 

 

当社は、2026年８月７日（以下「発行決議日」といいます。）開催の取締役会において、以下のと

おり第三者割当による株式会社ジェイグループホールディングス第６回新株予約権（行使価額修正条

項付、以下「第６回新株予約権」といいます。）及び第７回新株予約権（行使価額修正条項付、以下

「第７回新株予約権」といい、第６回新株予約権及び第７回新株予約権とあわせて、個別に又は総称

して「本新株予約権」といいます。）の発行を決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．募集の概要 

(１) 割当日 2026年８月24日 

(２) 発行新株予約権数 

15,000個 

第６回新株予約権 7,500個 

第７回新株予約権 7,500個 

(３) 発行価額 

総額15,000,000円 

（第６回新株予約権１個につき1,800円、第７回新株予約権１個につ

き200円） 

(４) 
当該発行による 

潜在株式数 

1,500,000株（本新株予約権１個につき100株） 

第６回新株予約権 750,000株 

第７回新株予約権 750,000株 

本新株予約権については、下記「（６）行使価額及び行使価額の修正条件」

に記載のとおり行使価額が修正される場合がありますが、上限行使価額

はありません。 

本新株予約権に係る下限行使価額は718円ですが、下限行使価額におい
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ても、本新株予約権に係る潜在株式数は1,500,000株です。 

(５) 資金調達の額 

1,802,000,000円（注） 

（内訳） 

第６回新株予約権 

新株予約権発行による調達額 13,500,000円 

新株予約権行使による調達額 898,500,000円 

第７回新株予約権 

新株予約権発行による調達額 1,500,000円 

新株予約権行使による調達額 898,500,000円 

(６) 
行使価額及び行使

価額の修正条件 

当初行使価額 

第６回新株予約権 1,198円 

第７回新株予約権 1,198円 

本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日

（以下「修正日」といいます。）の直前取引日の株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」といいます。）における当社普通株式の普通取

引の終値（以下「終値」といいます。）（同日に終値がない場合には、そ

の直前の終値）の93％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金

額に修正されます。但し、修正後の金額が下限行使価額を下回ることと

なる場合には、下限行使価額を修正後の行使価額とします。 

(７) 募集又は割当方法 第三者割当の方法によります。 

(８) 割当予定先 

株式会社ＳＢＩ証券（以下「ＳＢＩ証券」といいます。）及び東海東京

証券株式会社（以下「東海東京証券」といい、ＳＢＩ証券と個別に又

は総称して「割当予定先」といいます。）に対して、第三者割当の方法

によって、それぞれ以下のとおり本新株予約権を割り当てます。 

第６回新株予約権 ＳＢＩ証券 

第７回新株予約権 東海東京証券 

(９) 権利行使期間 2026年８月25日～2029年８月24日 

(10) その他 

当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

を条件として、本新株予約権に関する第三者割当契約（以下「本新株予

約権割当契約」といいます。）を締結する予定です。本新株予約権割当契

約において、以下の内容が定められる予定です。詳細は、下記「２．募

集の目的及び理由 （2）資金調達方法の概要及び選択理由 ①資金調達

方法の概要（本スキームの商品性）」に記載しております。 

・本新株予約権の行使要請及び行使要請の撤回 

・本新株予約権の行使停止及び行使停止の撤回 

・割当予定先による本新株予約権の取得に係る請求 

また、本新株予約権割当契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社

取締役会の決議による承認が必要である旨が定められる予定です。 
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（注）調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額を合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額を差し引いた金額です。

なお、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての

本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。行使価額が修正又は調整された

場合には、調達資金の額は増加又は減少する可能性があります。また、本新株予約権の行使期

間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金

の額は減少します。 

 

２．募集の目的及び理由 

（１）資金調達の主な目的 

当社グループは、当社(株式会社ジェイグループホールディングス)及び連結子会社(株式会

社ジェイフィールド、株式会社ボカディレクション、株式会社かわ屋インターナショナル、株

式会社かわ屋東京、株式会社ジェイアセット、NEW FIELD NEW YORK LLC、株式会社エッジオブ

クリフ＆コムレイド、株式会社ＥＯＣブレイン、株式会社ＥＯＣクラシコ、マウンテンコーヒ

ー株式会社)の計11社から構成されており、居酒屋、カフェ、レストランなどの飲食事業を中

心に、不動産の賃貸及び管理業務等を行う不動産事業、食品等の卸売業のその他の事業を行っ

ております。現在におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善などにより、景気は緩やかな

回復の動きが続いております。一方で、新たに発生した地政学的リスクや、円安基調の影響も

相まって、原材料価格やエネルギーコストは高止まりの状況が続いております。 

外食産業におきましては、原材料価格やエネルギー価格の高止まり、最低賃金改訂に伴う人

件費の上昇、また、建設費コストの増加等、依然、厳しい経営環境が続いております。 

このような環境のもと、当社グループでは、既存店のリニューアルや大型修繕により収益向

上に取り組むとともに、新たなМ＆Ａの実施や、М＆Ａによりグループとなった企業の業績改

善や成長のための活動に取り組んでおります。その結果、2026年２月期の売上高は13,045百

万円（前年同期比21.4％増）、営業利益は420百万円（同11.5％増）、経常利益は353 百万円

（同0.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は312百万円（同31.9％減）となりました。

また、2027年２月期第１四半期連結累計期間の売上高は3,191百万円（前年同期比22.6％減）、

営業利益は104百万円（同48.8％減）、経常利益は89百万円（同48.6％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は69百万円（同57.7％減）となりました。 

なお、当第１四半期連結会計期間末における現預金は2,257百万円、借入金残高は6,169百

万円、自己資本比率は15.9％となっております。 

一方で、当社グループは、2021年２月期、2022年２月期及び2023年２月期連結会計年度に

おいては、新型コロナウイルスの感染症拡大防止対策に伴う休業・営業時間短縮の影響等によ

り、営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上いたしました。これらの

新型コロナウイルスの感染拡大による影響は長期に及び、上記の会計年度内においては、政府

系金融機関及び民間金融機関から資金調達を行って手元資金の流動性確保を図ってまいりま

した。また、2021年５月、当社代表取締役会長である新田二郎の資産管理会社である有限会社

ニューフィールドに対して第三者割当によるＡ種種類株式300株を発行し、287百万円の資金

調達を行いました。さらに、2022年２月にDBJ飲食・宿泊支援ファンド投資事業有限責任組合
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に対して第三者割当によるＢ種種類株式1,000株を発行し、987百万円の資金調達を行いまし

た。 

また、2023 年 11 月から 2024 年７月の間に有利子負債を減少させ、金利の支払いに要する

費用負担を軽減し手元資金を充実させ、財務基盤を強化するため、及び業績回復などに伴う運

転資金の変動に対応するため、第３回新株予約権（行使価額修正条項付）により262百万円の

資金調達を行い、借入金の返済に充当いたしました。なお、第３回新株予約権の発行と同時に、

第４回新株予約権（行使価額修正選択権付）及び第５回新株予約権（行使価額修正選択権付）

を発行いたしました。しかし、第４回新株予約権は、2025 年８月 13 日に、株式市場の動向、

当社の資本政策及び今後の市場環境等を総合的に判断した結果、その全部を取得し、取得後直

ちに消却いたしました。また、第５回新株予約権は、2026年６月12日に、株式市場の動向及

び残りの行使可能期間が短いこと等を総合的に判断した結果、その全部を取得し、取得後直ち

に消却いたしました。 

このような状況の中、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式に係る配当負担（2026年２月期におけ

る配当負担額は、Ａ種種類株式につき15百万円、Ｂ種種類株式につき20百万円）を減少させ

財務基盤を強化するため、及び新店舗の開店、既存店舗のリニューアル・修繕、М＆Ａを通じ

たさらなる成長等のために、この度の資金調達が不可欠であると判断いたしました。 

なお、本新株予約権発行による調達資金の具体的な使途及び支出予定時期につきましては、

「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途及び支出

予定時期」をご参照ください。 

（２）資金調達方法の概要及び選択理由 

①資金調達方法の概要 

本スキームにおいて発行される本新株予約権には、行使価額修正条項が付されており、行使

価額が株価に応じて修正される仕組みとなっております。これにより、株価が上昇した場合に、

行使価額も同様に上方に修正されることから資金調達金額が増加することになります。他方で、

株価下落時であっても、株価が下限行使価額を上回っている限り、行使価額も同様に下方に修

正されることにより、本新株予約権者による本新株予約権の行使が期待できることから、資金

調達の蓋然性を高めることが可能となっております。また、本新株予約権については、下記「（本

スキームの商品性） ウ 本新株予約権の行使停止及び行使停止の撤回」欄に記載のとおり、

株価動向等を勘案して当社が本新株予約権の行使を希望しない場合には、当社が割当予定先に

対して本新株予約権を行使することができない期間を指定することができるため、当社の資金

需要に応じた柔軟な資金調達が可能となっております。さらに、交付される株式数が一定であ

ること（但し、発行要項第６項に記載のとおり、調整されることがあります。）、本新株予約権

行使時の行使価額は行使請求がなされた日の直前取引日における終値の 93％に相当する金額

の１円未満の端数を切り捨てた金額に修正される設計となっていること、下限行使価額が2026

年８月６日(以下「発行決議日前取引日」という。)の終値を下回る金額に設定されていること

等により株価及び１株当たり利益の希薄化に対する影響に配慮することができるものになっ

ております。 

これらの点を勘案し、上記のとおり本スキームによる資金調達方法が当社のファイナンスニ
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ーズに最も合致していると判断いたしました。 

 

（本スキームの商品性） 

ア 本スキームの特徴 

＜行使価額の修正条項＞ 

本新株予約権の行使価額は、当初1,198円ですが、上記「１．募集の概要（６）行使価額及

び行使価額の修正条件」に定める各修正日以降、当該修正日の直前取引日の終値（同日に終値

がない場合には、その直前の終値）の93％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額

が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合に、当該価額に

修正されます。このように時価に基づき行使価額が修正される設計としたのは、株価上昇局面

において、行使価額も同様に上方に修正されることから、調達資金の増大が期待できるからで

す。また、その後株価が下落した場合であっても、当社の株価が下限行使価額を一定以上上回

っている限り、本新株予約権者による本新株予約権の行使が期待できます。 

＜下限行使価額の水準＞ 

本新株予約権の当初下限行使価額は718円であり、修正後の行使価額が下限行使価額を下回

ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額となります。すなわち、既存株主に配慮し、

直近の株価水準を大きく下回る水準での資金調達は控えつつも、株価水準が多少変動した場合

でも、ある程度柔軟な形での調達可能性を担保する狙いから、発行決議日前取引日の終値を下

回る金額を当初の下限行使価額としております。 

イ 本新株予約権の行使要請及び行使要請の撤回 

当社は割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく本書による届出の効力発生後に、以下

の内容を含む本新株予約権割当契約を締結する予定です。当社は、本新株予約権割当契約に基

づき、当社の成長戦略に向けて資金調達を優先する必要があると判断した場合等、その裁量に

より、本新株予約権につき、行使の要請（以下「行使要請」という。）をすることができます。

行使要請の期間は当社の裁量により決定することができ、当社は割当予定先に対し、当該期間

の初日から遡って１取引日前までに書面により行使要請期間の通知を行います（但し、当社は、

割当予定先が同意した場合には、当該期間の初日までに書面以外の様式による通知を行うこと

で、通知を行った日から行使要請を行うことができます。）。１回の行使要請において、原則、

対象の新株予約権は 100 個以上、行使要請期間は 20 取引日以上となります。割当予定先は、

かかる行使要請を受け、かつ当社が当該内容についてプレスリリースにて開示を行った場合、

本新株予約権割当契約に従い、行使要請期間において、行使要請個数の全てにつき、本新株予

約権を行使するよう最大限努力する義務を負います。 

また、当社は、行使要請を将来に向かって撤回することができます。行使要請の撤回は、当

社の裁量により決定することができ、行使要請の撤回に際して、当社は割当予定先に対し、失

効日から遡って２取引日前までに書面により行使要請の撤回に係る通知を行います。 

当社は、上記の行使要請期間の通知又は行使要請の撤回に係る通知を行った場合には、その

旨をプレスリリースにて開示いたします。 
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ウ 本新株予約権の行使停止及び行使停止の撤回 

当社は、本新株予約権割当契約に基づき、当社の事業内容の進捗、資金需要及び市場環境等

を勘案しつつ、一時に大幅な株式価値の希薄化が発生することを抑制するため、その裁量によ

り、本新株予約権の全部につき、行使することができない期間を随時、何度でも指定（以下「停

止指定」という。）することができます。停止指定の期間は当社の裁量により決定することが

でき、当社は割当予定先に対し、当該期間の初日から遡って５取引日前までに書面により行使

停止期間の通知を行います（但し、当社は、割当予定先が同意した場合には、当該期間の初日

までに書面以外の様式による通知を行うことで、通知を行った日から行使停止を行うことがで

きます。）。割当予定先は、かかる停止指定を受け、かつ当社が当該内容についてプレスリリー

スにて開示を行った場合、本新株予約権割当契約に従い、行使停止期間中に本新株予約権を行

使することができません。 

また、当社は、停止指定を将来に向かって撤回することができます。停止指定の撤回は、当

社の裁量により決定することができ、停止指定の撤回に際して、当社は割当予定先に対し、失

効日から遡って５取引日前までに書面により停止指定の撤回に係る通知を行います（但し、当

社は、割当予定先が同意した場合には、当該期間の初日までに書面以外の様式による通知を行

うことで、通知を行った日から行使停止を撤回することができます。）。 

当社は、上記の行使停止期間の通知又は停止指定の撤回に係る通知を行った場合には、その

旨をプレスリリースにて開示いたします。 

なお、当社は、当社の株価へ与える影響等の観点から、当初は東海東京証券に対し、第７回

新株予約権について、行使可能期間の初日（2026 年８月 25 日）を行使停止期間の初日とし、

行使停止期間の終了日を、当社が同停止指定を撤回するプレスリリースの開示を行う日まで

（未定）とする停止指定を行う予定です。 

エ 本新株予約権の取得に係る請求 

当社が吸収分割又は新設分割（当社が分割会社となる場合に限る。）につき当社の株主総会

（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、割当予定先は、本新株

予約権割当契約に従い、当該承認決議の日から当該吸収分割又は新設分割の効力発生日の 15

取引日（但し、当該請求の日から 15 取引日目の日が行使可能期間の最終日以降の日である場

合には、行使可能期間の最終日とする。）（当日を含む。）前までに、当社に通知を行うことに

より、本新株予約権１個当たりの払込金額にて本新株予約権の取得を請求することができます。 

上記請求がなされた場合、当社は、当該請求の日から 15 取引日目の日（但し、当該請求の

日から 15 取引日目の日が行使可能期間の最終日以降の日である場合には、行使可能期間の最

終日とする。）において、残存する本新株予約権の全部を本新株予約権１個当たりの払込金額

にて、売買により取得するものとします。当社は、割当予定先から本新株予約権の取得に係る

請求を受けた場合には、その旨をプレスリリースにて開示いたします。 

また、割当予定先は2029年７月25日以降2029年８月24日までに当社に対して通知するこ

とにより、本新株予約権の取得を請求することができ、かかる請求がなされた場合、当社は、

当該時点で残存する本新株予約権の払込金額と同額の金銭を支払うことにより、原則として５

取引日目の日に当該本新株予約権を取得するものとします。 
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オ 当社による本新株予約権の取得 

当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込

期日の翌日以降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会

で定める取得日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）

の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができます。一部取得をする場合には、

抽選その他の合理的な方法により行うものとします。また、当社は、組織再編行為につき当社

株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、会社法第273

条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新株予約権１個当

たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取

得するものとします。さらに、当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、

特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に

指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営

業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）

の保有する本新株予約権の全部を取得するものとします。当社は、当社の取締役会が本新株予

約権の取得を決議した場合には、その旨をプレスリリースにて開示いたします。 

また、当社は、本新株予約権の行使期間の末日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額

で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得するものとします。 

カ 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権割当契約に基づいて、本新株予約権の譲渡には当社取締役会の決議による承認

が必要となり、また、本新株予約権が譲渡された場合でも、当社が割当予定先に対して本新株

予約権の停止指定及びその撤回を行う権利、並びに割当予定先が当社に対して本新株予約権の

取得を請求する権利等は、譲受人に引き継がれます。当社は、当社の取締役会が本新株予約権

の取得を決議した場合には、その旨をプレスリリースにて開示いたします。 

 

（本スキームのメリット） 

ア 過度な希薄化の抑制が可能なこと 

本新株予約権の目的である当社普通株式数は1,500,000 株（第６回新株予約権 750,000 株、

第７回新株予約権750,000株の合計）で固定されており、最大交付株式数が限定されておりま

す（但し、株式分割等の株式の希薄化に伴う行使価額の調整に伴って、調整されることがあり

ます。）。そのため、行使価額が修正された場合であっても、将来の株価動向によって当初の見

込みを超える希薄化が生じるおそれはありません。また、本新株予約権の下限行使価額を当初

718円（但し、発行要項第11項の規定を準用して調整されるものとします。）に設定すること

により、経済的な意味における希薄化についても一定限度を超えて発生しない設計となってお

ります。 

イ 株価への影響の軽減を図っていること 

本新株予約権の行使価額は修正日の直前取引日の終値を基準として修正される仕組みとな

っており、上方修正も予定されていること、また、下記「６．割当予定先の選定理由等 （３）

割当予定先の保有方針及び行使制限措置」に記載のとおり、割当予定先と締結する本新株予約
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権割当契約において行使数量制限が定められており、複数回による行使と行使価額の分散が期

待されるため、当社株式の供給が一時的に過剰となる事態が回避されやすい設計としたことを

通じて、株価への影響の軽減を図っております。 

一方で、当社の成長戦略に向けて資金調達を優先する必要があると当社が判断した場合等に

おいては、割当予定先に対して行使要請を行うことで、割当予定先は、行使を要請された本新

株予約権の個数の全てにつき、本新株予約権を行使するよう最大限努力する義務を負うことに

なるため、本新株予約権の行使による資金調達の促進を図ることが可能になります。 

また、当社が停止指定を通じて本新株予約権の行使の数量及び時期を一定程度コントロール

することができるため、当社の事業内容の進捗、資金需要及び市場環境等を勘案しつつ、一時

に大幅な株式価値の希薄化が発生することを抑制しながら機動的に資金を調達することが可

能となります。 

ウ 将来的な株価上昇の場合、希薄化を軽減できること 

本新株予約権には上限行使価額が設定されていないことから、株価が上昇した場合、修正日

以降の行使価額も対応して上昇します。また、株価が上昇し、少ない行使数でも当社が必要と

する金額を調達できた場合には、停止指定を行うか、又は取得条項を行使することによって、

既存株主にとっての希薄化を抑制することも可能な設計となっております。 

エ 資本政策の柔軟性が確保されていること 

資本政策の変更が必要となった場合、当社取締役会の決議により、残存する本新株予約権の

全部又は一部を、いつでも本新株予約権１個当たりの払込金額にて、取得することができ、資

本政策の柔軟性を確保できます。 

オ その他 

割当予定先は、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式を長期間保有する意思を有

しておらず、当社の経営に関与する意図を有していない旨の口頭による報告を受けていること

から、本新株予約権の行使による資金調達後も、割当予定先による議決権行使の影響を基本的

には受けることなく、一貫したコーポレート・ガバナンス体制のもとで経営の意思決定を行う

ことが可能であると判断しております。 

 

（本スキームのデメリット） 

ア 本新株予約権割当契約において、割当予定先は、行使要請に基づく本新株予約権の行使に

関する努力義務等が規定されるものの、本新株予約権の下限行使価額は718円（但し、発

行要項第11項の規定を準用して調整されるものとします。）に設定されており、株価水準

によっては、割当先による行使がなされず資金調達ができない可能性があります。 

イ 本新株予約権の行使価額は下方にも修正されるため、発行後の株価水準によっては、本新

株予約権による調達額が予定額を下回る可能性があります。 

ウ 当社の株式の流動性が減少した場合には、資金調達完了までに時間がかかる可能性があり

ます。 

エ 上記ア及びイのように調達額が予定額を下回る場合や、上記ウのように資金調達完了まで

に時間を要する場合には、下記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調



 
 
 
9 

 

ご注意：この文書は当社が本新株予約権の発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として 
作成されたものではありません。 

達する資金の具体的な使途」記載の資金使途に適時に充当できない可能性や、当社の経営

戦略に影響を及ぼす可能性があります。 

オ 当社が停止指定を行う場合、当社は割当予定先に対し、行使停止期間の初日から遡って５

取引日前までに書面により行使停止期間の通知を行う必要があるため、通知から少なくと

も５取引日の間は、割当予定先により、下記「６．割当予定先の選定理由等（３）割当予

定先の保有方針及び行使制限措置」記載の行使制限の範囲内で、本新株予約権の行使が行

われる可能性があります（割当予定先の同意により行使停止期間初日から行使停止できる

場合があります。）。 

カ 本新株予約権割当契約において、当社は、同契約締結日からその180日後の日までの期間

において、本新株予約権が残存している場合は、割当予定先の事前の書面による同意がな

い限り、株式、新株予約権又はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与され

た証券を発行してはならないこととされているため、資金調達方法について制約を受ける

こととなります。但し、①当社及びその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。）の役員及び従業員を対

象として新株予約権又は譲渡制限付株式報酬制度に基づき株式を発行する場合及び当該

新株予約権の行使により当社の株式を交付する場合、並びに②当社が他の事業会社との間

で行う業務上の提携（既存の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含む。）の一環とし

て又はこれに関連して当該他の事業会社に対してこれらの証券を発行する場合等の一定

の場合を除きます。 

 

（他の資金調達方法との比較） 

ア 公募増資による新株の発行は、資金調達が一時に可能となりますが、市場環境や当社の状

況によって必要額の調達の実現可能性は不透明です。また、同時に１株当たり利益の希薄

化をも一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられます。 

イ 第三者割当型転換社債型新株予約権付社債（以下「CB」という。）は、様々な商品設計が

考えられますが、調達金額が負債となるうえ、一般的には割当先が転換権を有しているた

め、当社のコントロールが及びません。また、株価に連動して転換価額が修正される CB

（いわゆる「MSCB」）では、転換により交付される株式数が転換価額に応じて決定される

という構造上、希薄化が確定しないために株価に対する直接的な影響が大きいと考えられ

ます。 

ウ 第三者割当による新株の発行は、資金調達が一時に可能となりますが、同時に１株当たり

利益の希薄化をも一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられ

ます。また、現時点では新株の適当な割当先が存在しません。 

エ 現在当社は借入による資金調達を行っており、今後とも継続する予定ですが、この予定を

超えてさらなる借入による資金調達を行うことは、負債の増加により財務健全性に想定以

上の悪影響を与えることになります。 

オ いわゆるライツ・オファリングには、当社が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコ

ミットメント型ライツ・オファリングと、当社がこのような契約を締結せず、新株予約権
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の行使が株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・オファリングがあります

が、コミットメント型ライツ・オファリングについては国内で実施された実績が乏しく、

資金調達手法としてまだ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等のコストが

増大することが予想され、適切な資金調達手段ではない可能性があります。また、ノンコ

ミットメント型のライツ・オファリングについては、株主様による権利行使に関し不確実

性が残ることから、新株予約権による資金調達以上に、資金調達方法としての不確実性が

高いと判断しております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

① 本新株予約権に係る調達資金 1,812,000,000円 

  本新株予約権の払込金額の総額 15,000,000円 

  本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1,797,000,000円 

② 発行諸費用の概算額 10,000,000円 

③ 差引手取概算額 1,802,000,000円 

（注）１．本新株予約権に係る調達資金は、本新株予約権の払込金額の総額（15,000,000円）に本新

株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額（1,797,000,000円）を合算した

金額であります。 

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当初行使価額で全ての本新株予約

権が行使されたと仮定した場合の金額であり、行使価額が修正又は調整された場合には、

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額が変動する結果、本新株予約権に係る

調達資金及び差引手取概算額は増加又は減少する可能性があります。また、本新株予約権

の行使期間中に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合

にも、同様に本新株予約権に係る調達資金及び差引手取概算額は減少する可能性がありま

す。 

３．発行諸費用の概算額の内訳は、本新株予約権の発行に関する弁護士費用、評価算定費用、

信託銀行費用等の合計額であります。 

４．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使によって調達する差引手取

概算額は合計 1,802 百万円となる予定であり、具体的には次の使途に充当する予定でありま

す。調達した資金は、①から優先的に充当し、②・③については、資金を要する時期の近いも

のから順に充当していく予定です。なお、実際に充当するまでの間は、安全性の高い預金口座

等にて運用・管理していく予定です。 
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具体的な使途 金額（百万円） 充当予定時期 

① Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の取

得資金 
800 

2026年８月～2029年８月 

② 新規出店、リニューアル、修繕等の

ための店舗設備資金 
400 

2026年８月～2029年８月 

③ М＆Ａのための資金 602 2026年８月～2029年８月 

合計 1,802 - 

 

各資金使途についての詳細は以下のとおりです。 

 

① Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の取得資金について 

新型コロナウイルスの感染症拡大防止対策に伴う休業・営業時間短縮の影響等のあった2021

年２月期、2022年２月期及び2023年２月期連結会計年度においては、Ａ種・Ｂ種種類株式の発

行及び政府系金融機関又は民間金融機関から資金調達を行って手元資金の流動性確保を図っ

てまいりました。昨今の金利上昇局面において、金利負担及び配当負担を軽減することは経営

課題であります。その中で、これらの種類株式の優先配当率は、借入金の金利の利率に比して

より高く設定されております（Ａ種種類株式につき年率5.0％、Ｂ種種類株式につき年率4.0％、

当社の１年以内長期借入金の金利平均につき年率1.73％、長期借入金の金利平均につき年率

2.00％）。 

そこで、発行済Ａ種種類株式300株すべての取得資金として300百万円、発行済Ｂ種種類株式

500株（なお、発行したＢ種種類株式1,000株のうち500株については、2025年９月30日に取得・

消却済み）の取得資金として500百万円を充当する予定です。これにより、配当負担の軽減が

見込まれます。なお、当社は、Ｂ種種類株式を先に取得する予定です（Ｂ種種類株式を取得し

ない限り、Ａ種種類株式を取得できないこととされているため、先にＢ種種類株式を取得いた

します。）。また、Ａ種種類株式の取得の際には、同株式の株主は当社代表取締役会長である新

田二郎の資産管理会社であるため、新田二郎を特別利害関係人として取締役会の審議に参加さ

せない措置を取る予定です。 

 

② 新規出店、リニューアル、修繕等のための店舗設備資金について 

当社は、飲食事業を中心に店舗展開をしております。新型コロナウイルス感染症の影響や昨

今の市場環境の変化を受け、顧客ニーズの変化に対応することは重要な経営課題であります。 

そこで、当社は、調達した資金のうち400百万円については、既存店舗の顧客ニーズに合わ

せた新規出店、リニューアル、修繕等の費用に充当する予定です。具体的には、2027年２月期

において、３店舗程度のリニューアル及び３店舗程度の新規出店を予定しており、費用として

450百万円を見込んでおります（具体的な金額は、今後の市場環境等により変動する可能性が

あります。）。また、2028年２月期以降にも、顧客ニーズ等を踏まえ、順次既存店舗のリニュー

アルや新規出店を行う予定であり、その都度調達した資金を充当する予定です。 

 

③ М＆Ａのための資金について 
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当社グループは、М＆Ａの実施を通じた事業ポートフォリオの多角化を目指しております。 

2026年２月期には、2026年２月24日付プレスリリース「株式取得（子会社化）に関するお知

らせ」に記載のとおり、創業58年の老舗コーヒーの焙煎加工、卸売、カフェ等を展開するマウ

ンテンコーヒー株式会社を完全子会社化いたしました。同社は、名古屋市内に４店舗のカフェ

運営、１店舗のコーヒー豆の販売店を運営し、200を超える喫茶店に独自に焙煎した豆を卸し

ており、同社が運営するそれぞれの事業を伸ばしていくことで、事業ポートフォリオの多角化

を進めていきます。 

今後も、当社グループの中心となっているアルコール業態以外の業態も増やしつつ、それぞ

れの事業成長やシナジー効果の創出を目指しております。 

そこで、当社グループの成長に繋がる案件が出現した際の機会損失リスクを避け、機動的に

案件を実行することができるよう前もって資金調達を行う必要性があるため、602百万円はМ

＆Ａ待機資金とし、2029年８月末日までに当社グループの事業拡大に資するМ＆Ａに充当する

予定であります。但し、現時点において、М＆Ａの具体的な内容及び金額については未定であ

り、М＆Ａよりも効果的な投資への切替えも柔軟かつ機動的に検討しながら、仮に2029年８月

末日までに未充当額が生じた場合、借入金の返済に充当する予定であります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使により調達した資金を、

上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載

の使途に充当することによって、当社事業の中長期的な発展を志向していく予定であることから、

本資金使途は株主価値の向上に資する合理的なものであると判断しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で本新株予約権の募集に関する届出

の効力発生をもって締結予定の本割当契約に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の価

値評価を第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティング(東京都千代田区霞が

関三丁目２番５号、代表取締役社長：野口 真人)(以下「プルータス・コンサルティング」と

いいます。)に依頼いたしました。プルータス・コンサルティングは、権利行使期間、権利行使

価格、当社株式の株価、株価変動率、配当利回り及び無リスク利子率を勘案し、新株予約権の

価値評価で一般的に使用されているモンテカルロ・シミュレーションを用いて、本新株予約権

の価値評価を実施しております。当社は、当該評価を参考にして、各本新株予約権１個当たり

の払込金額が当該評価と同額となるよう、第６回新株予約権は金1,800円及び第７回新株予約

権は金200円としました。 

当社は、上記「２．募集の目的及び理由（２）資金調達方法の概要及び選択理由」に記載し

た本新株予約権の特徴や内容、本新株予約権の行使価額の水準を勘案の上、本新株予約権の払

込金額は合理的であり、本新株予約権の発行が有利発行に該当しないものと判断いたしました。

さらに、当社監査等委員会（監査等委員３名のうち社外取締役２名）から、会社法上の職責に



 
 
 
13 

 

ご注意：この文書は当社が本新株予約権の発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として 
作成されたものではありません。 

基づいて監査を行った結果、以下の各点を確認し、本新株予約権の発行条件が有利発行に該当

しない旨の取締役の判断について、法令に違反する重大な事実は認められないという趣旨の意

見を得ております。 

(ⅰ)本新株予約権の発行においては、新株予約権の発行実務及び価値評価に関する知識・経験

が必要であると考えられ、プルータス・コンサルティングがかかる専門知識・経験を有す

ると認められること 

(ⅱ)プルータス・コンサルティングと当社との間に資本関係はなく、また、同社は当社の会計

監査を行っているものでもないので、当社との継続的な契約関係が存在せず、当社経営陣

から一定程度独立していると認められること 

(ⅲ)当社取締役がそのようなプルータス・コンサルティングに対して本新株予約権の価値評価

を依頼していること 

(ⅳ)プルータス・コンサルティングから当社実務担当者及び監査等委員への具体的な説明が行

われた上で、評価報告書が提出されていること 

(ⅴ)本新株予約権の発行に係る決議を行った取締役会において、プルータス・コンサルティン

グの評価報告書を参考にしつつ当社実務担当者による具体的な説明を踏まえて検討が行

われていること 

(ⅵ)本新株予約権の発行プロセス及び発行条件についての考え方並びに新株予約権の発行に

係る実務慣行について、当社法律顧問から当社の実務担当者に対して説明が行われており、

かかる説明を踏まえた報告が実務担当者から本新株予約権の発行を担当する取締役にな

されていること 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権すべてが行使された場合に交付される株式数を合算した株式数は 1,500,000

株（議決権数15,000個）であり、2026年２月28日現在の当社発行済株式総数12,398,200株

及び議決権数123,036個を分母とする希薄化率は12.09％（議決権ベースの希薄化率は12.19％

（小数点以下第３位を切り捨て））に相当します。 

しかしながら、①行使要請条項により当社の資金需要等を踏まえて当社の判断による行使要

請を通じて資金調達の促進を図ることができ、②その一方で当社は停止指定を随時、何度でも

行うことができるため急速な希薄化には一定の歯止めを掛けることが可能であること、③本新

株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使により調達した資金を、前述の資金

使途に充当することで、当社事業への成長投資とし、中長期的な企業価値の向上を志向してい

く予定であることから、将来的に増大することが期待される収益力との比較において、希薄化

の規模は合理的であると判断しました。 

なお、将来何らかの事由により資金調達の必要性が薄れた場合、又は本スキームより有利な

資金調達手段が利用可能となった場合には、当社の判断により、残存する本新株予約権を取得

できる条項を付することで、必要以上の希薄化が進行しないように配慮しております。 

また、本新株予約権の目的である当社普通株式数1,500,000株に対し、当社普通株式の過去

６ヶ月間における１日当たり平均出来高は約 26,771 株であり、一定の流動性を有しているこ
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とからも、本新株予約権の発行は、公募増資等と比較して、市場に過度の影響を与える規模で

はなく、希薄化の規模も合理的であると判断しました。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

割当予定先の概要は別途時点を明記していない限り 2026 年８月７日現在におけるものであ

ります。 

①ＳＢＩ証券 

（１） 名称 株式会社ＳＢＩ証券 

（２） 所在地 東京都港区六本木一丁目６番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 髙村 正人 

（４） 事業内容 金融商品取引業 

（５） 資本金 54,323百万円（2026年３月31日現在） 

（６） 設立年月日 1944年３月30日 

（７） 発行済株式数 3,632,161株（2026年３月31日現在） 

（８） 決算期 ３月31日 

（９） 従業員数 844名（2026年３月31日時点） 

（10） 主要取引先 投資家及び発行体 

（11） 主要取引銀行 株式会社みずほ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 

ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ株式会社100％ 

※上記はＳＢＩホールディングス株式会社の100％子会

社です。 

（13） 当事会社間の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 該当事項はありません。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 
2024年３月期 

（連結） 

2025年３月期 

（連結） 

2026年３月期 

（連結） 

 連結純資産 259,862 255,860 311,437 

 連結総資産 6,574,432 7,125,367 8,325,166 

 １株当たり連結純資産(円) 70,099.52 68,940.70 84,613.76 

 連結営業収益 203,398 238,867 284,630 

 連結営業利益 68,686 77,128 86,752 

 連結経常利益 69,553 76,625 90,458 

 親会社株主に帰属する当期純利益 47,381 47,865 53,604 
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 １株当たり当期純利益(円) 13,340.34 13,178.15 14,758.31 

 １株当たり配当金(円) 15,645.12 13,765.91 － 

※ 割当予定先は、東京証券取引所の取引参加者であります。また、割当予定先は金融商品取引業

者として登録済み（登録番号：関東財務局長（金商）第44号）であり、監督官庁である金融庁

の監督及び規制に服するとともに、その業務に関連する国内の自主規制機関（日本証券業協会、

一般社団法人金融先物取引業協会）に所属し、その規則の適用を受けております。また、割当

予定先の完全親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社が東京証券取引所に提出したコ

ーポレート・ガバナンスに関する報告書（最終更新日、2025年12月26日）において「ＳＢＩグ

ループでは、その行動規範において反社会的勢力には毅然として対決することを宣言するとと

もに、当社に反社会的勢力の排除に取り組む対応部署を設置し、警察・暴力追放運動推進セン

ター・弁護士等の外部専門機関との情報交換を行う等、連携強化に向けた社内体制の整備を推

進するものとする。」としております。さらに当社は、割当予定先の担当者との面談によるヒ

アリング内容をも踏まえ、同社及びその役員が暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その他の犯

罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体（以下「特定

団体等」という。）には該当せず、また、特定団体等とは何らの関係も有しないものと判断し

ております。 

②東海東京証券 

（１） 名称 東海東京証券株式会社 

（２） 所在地 名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 北川 尚子 

（４） 事業内容 金融商品取引業 

（５） 資本金 6,000百万円（2026年３月31日現在） 

（６） 設立年月日 2008年10月８日 

（７） 発行済株式数 120,000株（2026年３月31日現在） 

（８） 決算期 ３月31日 

（９） 従業員数 2,230人（2025年３月31日時点） 

（10） 主要取引先 投資家及び発行体 

（11） 主要取引銀行 
株式会社三菱UFJ銀行、株式会社みずほ銀行、三井住友

信託銀行株式会社 

（12） 大株主及び持株比率 
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 

100％ 

（13） 当事会社間の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社の主幹事証券会社であります。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 
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（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 
2024年３月期 

（単体） 

2025年３月期 

（単体） 

2026年３月期 

（単体） 

 純資産 117,438 119,747 123,452 

 総資産 1,263,841 1,276,756 1,371,199 

 １株当たり純資産(円) 978,652.54 997,894.89 1,028,770.57 

 営業収益 78,534 76,515 85,393 

 営業利益 16,934 13,447 16,197 

 経常利益 17,067 13,713 16,451 

 当期純利益 11,120 9,376 11,145 

 １株当たり純利益(円) 92,672.74 78,139.12 92,875.69 

 １株当たり配当額(円) 39,000 58,000 62,000 

※ 割当予定先である東海東京証券は、東京証券取引所の取引参加者であります。割当予定先であ

る東海東京証券の完全親会社である東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社は、

東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所に上場しており、また、同社グループでは、「反

社会的勢力との関係遮断に関する規程」を制定し、同社グループ各社と反社会的勢力との関係

遮断を徹底するための体制を構築しております。同社グループの全役社員に対しては「グルー

プ倫理行動基準」及び「倫理コード」において、反社会的勢力に断固として対決する姿勢を貫

くこと、反社会的勢力との取引を一切行わないことを掲げて、周知を図っております。さらに、

同社グループにおける反社会的勢力の対応部署となるマネー・ローンダリング管理部では、情

報の収集・分析を行うとともに当該情報を一元的に管理したデータベースを構築し、同社グル

ープ各社及び各部署と情報の共有を図りながら善後策を協議していること等を、割当予定先で

ある東海東京証券からヒアリングし確認しております。これらにより、当社は、割当予定先は

反社会的勢力等の特定団体等との関係を有していないものと判断しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、①前記「２．募集の目的及び理由（１）資金調達の主な目的」に記載の調達目的を

達成するために適した手法であること、②株価への影響にも十分に配慮した仕組みとなってい

ることを重視した上で、多様な資金調達手法の比較検討を進めて参りました。 

そのような状況の中、割当予定先より提案があった本新株予約権のスキームは、当社のニー

ズを充足し得る内容であったことに加え、割当予定先である東海東京証券が①当社の主幹事証

券として当社と良好な関係を築いてきており、従前より当社に対して資本政策を始めとする

様々な提案及び議論を行って当社の経営及び事業内容に対する理解が深いこと、並びに2022年

５月11日付で発行した第２回新株予約権の割当先として割当てを受けた新株予約権の全部を

行使した実績があること、割当予定先である両社は、②国内に厚い投資家基盤を有しており、

本新株予約権の行使により交付される当社普通株式の株式市場等における円滑な売却が期待

されること、③総合証券会社として様々なファイナンスにおける実績もあること等を総合的に

判断した上で、同社を割当予定先として選定することといたしました。 
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当社は、割当予定先として複数社を選定した経緯として、割当予定先ごとの行使・売却戦略

の相違を踏まえ、機動的な資金調達の実現可能性を高めることをその理由としております。 

なお、本新株予約権は、日本証券業協会会員である割当予定先による買受けを予定するもの

であり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて

募集が行われるものです。 

 

（３）割当予定先の保有方針及び行使制限措置 

割当予定先と締結する本新株予約権割当契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締

役会の決議による承認が必要である旨が定められております。また、割当予定先は、本新株予

約権の行使により取得する当社株式を長期間保有する意思を有しておらず、取得した当社株式

については速やかに売却する予定である旨の口頭による報告を受けております。 

さらに、当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同施行規則

第436条第１項から第５項までの定めに基づき、割当予定先と締結する本新株予約権割当契約

において、原則として、単一暦月中にMSCB等（同規則に定める意味を有する。以下同じ。）の買

受人の行使により取得される株式数が、MSCB等の払込日時点における上場株式数の10％を超え

る場合には、当該10％を超える部分に係る転換又は行使を制限するよう措置（割当予定先が本

新株予約権を第三者に売却する場合及びその後本新株予約権がさらに転売された場合であっ

ても、当社が、転売先となる者との間で、当該10％を超える部分に係る転換又は行使を制限す

る内容を約する旨定めることを含みます。）を講じる予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

＜ＳＢＩ証券＞ 

ＳＢＩ証券からは、本新株予約権の払込金額（発行価額）の総額の払込み及び本新株予約権

の行使に要する資金は確保されている旨の口頭による報告を受けております。また、当社は、

割当予定先が2026年６月30日付で関東財務局長宛に提出した第84期有価証券報告書における

連結貸借対照表により、同社が本新株予約権の払込み及び本新株予約権の行使に要する充分な

現預金及びその他流動資産を保有していることを確認し、当社としてかかる払込み及び行使に

支障はないと判断しております。 

＜東海東京証券＞ 

当社は、割当予定先である東海東京証券の2026年３月期の「業務及び財産の状況に関する説

明書」（金融商品取引法第46条の４及び第57条の４に基づく説明書類）に含まれる貸借対照表

により、同社が本新株予約権の払込み及び新株予約権の行使に要する充分な現金・預金及びそ

の他の流動資産（現金・預金：68,902百万円、流動資産計：1,358,677百万円）を保有している

ことを確認しております。また、割当予定先である東海東京証券の完全親会社である東海東京

フィナンシャル・ホールディングス株式会社の2026年３月期有価証券報告書に含まれる連結貸

借対照表により、同社が本新株予約権の払込みに要する充分な現金・預金及びその他の流動資

産（現金・預金：93,542百万円、流動資産計：1,434,585百万円）を保有していることを確認

し、当社としてかかる払込み及び行使に支障はないと判断しております。 



 
 
 
18 

 

ご注意：この文書は当社が本新株予約権の発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として 
作成されたものではありません。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

＜ＳＢＩ証券＞ 

該当事項はありません。 

＜東海東京証券＞ 

東海東京証券は、本新株予約権の行使を円滑に行うために有限会社ニューフィールドより、

当社株式の貸株を利用する予定であり、本新株予約権の各行使により取得することとなる当社

普通株式の数量の範囲内で行う売付け等以外の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株

式の借株は行いません。 

 

（６）ロックアップについて 

当社は、割当予定先との間で、本新株予約権が残存する限り、割当予定先の事前の書面によ

る同意を受けることなく、本新株予約権の発行及び本新株予約権の行使による当社の株式の交

付を除き、本新株予約権割当契約の締結日からその180日後の日までの期間において、株式、

新株予約権又はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与された証券を発行しな

いことを合意する予定です。但し、当社及びその関係会社の役員及び従業員を対象として新株

予約権又は譲渡制限付株式報酬制度に基づく株式を発行する場合、当該新株予約権の行使によ

り当社の株式を交付する場合、本新株予約権割当契約の締結日時点で既発行の新株予約権の行

使により当社の株式を交付する場合、当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の

提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含む。）の一環として又はこれに関連して当該他の事

業会社に対してこれらの証券を発行する場合、並びに株式分割又は株式無償割当に伴い当社の

株式を交付する場合を除きます。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

 

募集前（2026年２月28日現在） 

氏名 持株数（株） 持株比率（％） 

有限会社ニューフィールド 1,938,100 15.63 

松永 圭司 327,000 2.64 

新田 二郎 300,000 2.42 

サントリー株式会社 300,000 2.42 

安田 博 206,000 1.66 

林 芳郎 197,000 1.59 

林 裕二 149,400 1.21 

石川 智巳 101,400 0.82 

二村 篤志 82,000 0.66 

新田 浩雅 70,000 0.56 

（注）１．本新株予約権の募集分については長期保有を約していないため、本新株予約権の募集に係
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る潜在株式数を反映した「募集後の大株主及び持株比率」を表示していません。なお、上

表には自己株式は含まれておりませんが、当社が所有している自己株式は90,153株です。 

２．「持株比率」は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

 

８．今後の見通し 

今回の調達資金を、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の

具体的な使途」に記載の使途に充当することにより、事業拡大、収益の向上及び財務体質の強化を

図ることが可能となり、結果として当社グループの中長期的な収益向上及び企業価値向上に寄与す

るものと考えております。また、今回の資金調達による 2027 年２月期の当社の業績に与える影響

は軽微でありますが、開示すべき事項が発生しましたら速やかにお知らせいたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本新株予約権の発行は、①希薄化率が合計25％未満であること、②支配株主の異動を伴うもので

はないこと（本新株予約権全てが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるも

のではないこと）から、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者か

らの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結）  

 2024年２月期 2025年２月期 2026年２月期 

売 上 高 10,433,229 10,742,457 13,045,916 

営 業 利 益 309,806 377,105 420,422 

経 常 利 益 305,016 352,083 353,223 

親会社株主に帰属する当期純利益 247,306 458,211 312,119 

１株当たり当期純利益(円) 21.03 33.14 21.57 

１ 株 当 た り 配 当 額 

普 通 株 式 

(１株当たり中間配当額)(円) 

Ａ 種 種 類 株 式 

(１株当たり中間配当額)(円) 

Ｂ 種 種 類 株 式 

(１株当たり中間配当額)(円) 

 

3.0 

（―） 

143,881.51 

（―） 

40,109.59 

（―） 

 

4.0 

（2.0） 

50,000.00 

（―） 

40,000.00 

（―） 

 

4.0 

（2.0） 

50,000.00 

（―） 

40,000.00 

（―） 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 16.05 45.33 67.97 

（単位：千円。特記しているものを除く。） 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 12,398,200株 100.00％ 
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現時点の転換価額（行使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

下限値の転換価額（行使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2024年２月期 2025年２月期 2026年２月期 

始  値 464円 631円 678円 

高  値 710円 721円 878円 

安  値 444円 605円 620円 

終  値 636円 675円 819円 

 

② 最近６ヶ月間の状況 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

始  値 810円 796円 813円 971円 1,198円 1,212円 

高  値 818円 830円 969円 1,248円 1,291円 1,218円 

安  値 761円 789円 807円 969円 1,172円 1,198円 

終  値 788円 817円 969円 1,186円 1,222円 1,198円 

 

③ 発行決議日前取引日における株価 

 2026年８月６日 

始  値 1,200円 

高  値 1,203円 

安  値 1,198円 

終  値 1,198円 

 

（５）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

（１） 払 込 期 日 2023年11月８日 

（２） 発行新株予約権数 
20,000個 
（第３回新株予約権について5,000個、第４回新株予約権につい
て7,500個、第５回新株予約権について7,500個） 

（３） 発 行 価 額 
総額10,500,000円 
（第３回新株予約権１個につき1,500円、第４回新株予約権１個
につき300円、第５回新株予約権１個につき100円） 

（４） 

発 行 時 に お け る 

調達予定資金の額 

（差引手取概算額） 

1,519,500,000円 

（５） 募 集 時 に お け る 11,898,700株 
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（注）第４回新株予約権は2025年８月13日に、第５回新株予約権は2026年６月12日にそれぞれそ

の全量を取得及び消却しております。 

 

以 上 

発行済普通株式数 

（６） 
募 集 時 に お け る 

潜 在 株 式 数 
普通株式2,000,000株 

（７） 割 当 先 東海東京証券株式会社 

（８） 
現 時 点 に お け る 

行 使 状 況 
行使済新株予約権数：5,000個（第３回新株予約権のすべて） 

（９） 

現 時 点 に お け る 

調達した資金の額 

（差引手取概算額） 

262,398,390円 

（10） 発 行 時 に お け る 

資 金 使 途 

①借入金の返済 
②運転資金 

（11） 発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 

①2023年11月～2028年11月 
②2023年11月～2026年11月 

（12） 現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
借入金の返済に対して262百万円全額を充当済みです。 
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（別紙） 

 

株式会社ジェイグループホールディングス 

第６回新株予約権（行使価額修正条項付）発行要項 

 

１．本新株予約権の名称 

株式会社ジェイグループホールディングス第６回新株予約権（行使価額修正条項付）（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申込期間 

2026 年８月 24 日 

３．割当日 

2026 年８月 24 日 

４．払込期日 

2026 年８月 24 日 

５．募集の方法 

第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を株式会社ＳＢＩ証券に割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 750,000 株とする（本新株予約権１個当たりの

目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100 株とする｡）。但し、下記第(2)号乃至第(4)号により割当

株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるも

のとする。 

(2) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式によ

り調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、第 11 項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

 

調整後割当株式数 ＝ 

調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 11 項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による行使価額の調整

に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に係る新

株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、第 11項第(2)号⑤に定める場

合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

7,500 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

金 1,800 円（本新株予約権の目的である株式１株当たり 18.00 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。但し、これにより１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てる。 
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(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という｡）は、当

初 1,198 円とする。但し、行使価額は、第 10 項又は第 11 項に従い修正又は調整される。 

10．行使価額の修正 

第 16 項第(3)号に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の直前取引日の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）（同日に終値がない場合には、その直

前の終値）の 93％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日

の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に

修正される。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が 718 円（以下「下限行使価額」といい、第 11 項の規定を準用

して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。なお、「取引日」とは、株式会社東京

証券取引所において売買立会が行われる日をいう。以下同じ。 

11．行使価額の調整 

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合

又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額

を調整する。 

 

    既発行株式

数 
＋ 

新発行・処分株式数 × １株当たりの払込金額 

調整後行使価

額 
＝ 調整前行使価額 × 

時価 

 既発行株式数 ＋ 
新発行・処分株式

数 
 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところ

による。 

① 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当

社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社又はその関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。）の取締役その他の役員

又は従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬制度に基づく株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式、取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通

株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はそ

の効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は従業員に新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、

払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日）以降又は（無償割当ての
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場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合に

は、その日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が、取得請求権付株式又は新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）が発行された時点で確定していない場合は、調整後行使価額は、

当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価

額調整式を適用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の取

得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、上記③に

より既に行使価額が調整されたものを除く。） 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会そ

の他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認が

あった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新

株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 ＝ 

(調整前行使価額－調整後行使価

額) 
× 

調整前行使価額により当該期間内に交付された株

式数 

調整後行使価額 

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金等による調整は行わないものとする。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使

価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、

行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(4)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取

引日の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで

算出し、小数第１位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はそ

の日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発

行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(2)

号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使

用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が第 10 項に基づく
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行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調整を行う。 

(7) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、か

かる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書

面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2026 年８月 25 日（当日を含む。）から 2029 年８月 24 日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会

社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個

当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得するこ

とができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 

(2) 当社は、2029 年８月 24 日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保

有する本新株予約権の全部を取得する。 

(3) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換、株式交付若しくは株式移転（以下「組

織再編行為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、

会社法第 273 条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新株予約権１個当たり

払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(4) 当社は、当社が発行する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定

された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の

日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定めるところに従

って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19 項記載の行使

請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額の全額を現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通

知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金され

た日に発生する。 

17. 新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モ

デルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当先の権利行使行動及
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び割当先の株式保有動向等について一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８項

記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、行使価

額は当初、2026 年８月６日の終値に相当する金額とした。 

19. 株式の交付方法 

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに振替法第 130 条第１項に定めるところに従い、振替機関に対

し、当該新株予約権の行使により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。 

20．行使請求受付場所 

株式会社アイ・アール ジャパン 証券代行業務部 

21．払込取扱場所 

株式会社りそな銀行 今池支店 

22．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規定の適

用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務

規程、同施行規則その他の規則に従う。 

23．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町７番１号  

24．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) 本新株予約権の条件は、市場の状況、当社の財務状況、本新株予約権の払込金額その他を踏まえ、当社が現在獲

得できる最善のものであると判断する。 

(4) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役会長に一任する。 

以  上 
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株式会社ジェイグループホールディングス 

第７回新株予約権（行使価額修正条項付）発行要項 

 

１．本新株予約権の名称 

株式会社ジェイグループホールディングス第７回新株予約権（行使価額修正条項付）（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申込期間 

2026 年８月 24 日 

３．割当日 

2026 年８月 24 日 

４．払込期日 

2026 年８月 24 日 

５．募集の方法 

第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を東海東京証券株式会社に割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 750,000 株とする（本新株予約権１個当たりの

目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100 株とする｡）。但し、下記第(2)号乃至第(4)号により割当

株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるも

のとする。 

(2) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式によ

り調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、第 11 項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

 

調整後割当株式数 ＝ 

調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 11 項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による行使価額の調整

に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に係る新

株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、第 11項第(2)号⑤に定める場

合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

7,500 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

金 200 円（本新株予約権の目的である株式１株当たり 2.00 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。但し、これにより１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てる。 

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という｡）は、当

初 1,198 円とする。但し、行使価額は、第 10 項又は第 11 項に従い修正又は調整される。 
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10．行使価額の修正 

第 16 項第(3)号に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の直前取引日の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）（同日に終値がない場合には、その直

前の終値）の 93％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日

の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に

修正される。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が 718 円（以下「下限行使価額」といい、第 11 項の規定を準用

して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。なお、「取引日」とは、株式会社東京

証券取引所において売買立会が行われる日をいう。以下同じ。 

11．行使価額の調整 

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合

又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額

を調整する。 

 

    既発行株式

数 
＋ 

新発行・処分株式数 × １株当たりの払込金額 

調整後行使価

額 
＝ 調整前行使価額 × 

時価 

 既発行株式数 ＋ 
新発行・処分株式

数 
 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところ

による。 

① 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当

社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社又はその関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。）の取締役その他の役員

又は従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬制度に基づく株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式、取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通

株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はそ

の効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は従業員に新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、

払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日）以降又は（無償割当ての

場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合に

は、その日の翌日以降これを適用する。 
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上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が、取得請求権付株式又は新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）が発行された時点で確定していない場合は、調整後行使価額は、

当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価

額調整式を適用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の取

得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、上記③に

より既に行使価額が調整されたものを除く。） 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会そ

の他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認が

あった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新

株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 ＝ 

(調整前行使価額－調整後行使価

額) 
× 

調整前行使価額により当該期間内に交付された株

式数 

調整後行使価額 

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金等による調整は行わないものとする。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使

価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、

行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(4)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取

引日の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで

算出し、小数第１位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はそ

の日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発

行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(2)

号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使

用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が第 10 項に基づく

行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調整を行う。 

(7) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、か
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かる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書

面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2026 年８月 25 日（当日を含む。）から 2029 年８月 24 日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会

社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個

当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得するこ

とができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 

(2) 当社は、2029 年８月 24 日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保

有する本新株予約権の全部を取得する。 

(3) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換、株式交付若しくは株式移転（以下「組

織再編行為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、

会社法第 273 条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新株予約権１個当たり

払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(4) 当社は、当社が発行する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定

された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の

日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定めるところに従

って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切

り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19 項記載の行使

請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額の全額を現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通

知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金され

た日に発生する。 

17. 新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モ

デルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当先の権利行使行動及

び割当先の株式保有動向等について一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８項
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記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、行使価

額は当初、2026 年８月６日の終値に相当する金額とした。 

19. 株式の交付方法 

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに振替法第 130 条第１項に定めるところに従い、振替機関に対

し、当該新株予約権の行使により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。 

20．行使請求受付場所 

株式会社アイ・アール ジャパン 証券代行業務部 

21．払込取扱場所 

株式会社りそな銀行 今池支店 

22．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規定の適

用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務

規程、同施行規則その他の規則に従う。 

23．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町７番１号  

24．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) 本新株予約権の条件は、市場の状況、当社の財務状況、本新株予約権の払込金額その他を踏まえ、当社が現在獲

得できる最善のものであると判断する。 

(4) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役会長に一任する。 

 

 

以  上 

 

 


